
中国企業の企業行動の分析
――ハイアールの組織構造と経営戦略の分析――

施 重会

はじめに

外国企業は中国に進出を盛んに行っているなかで中国企業による海外企業の買収も

世界に注目されている。２００４年１２月に中国 IT大手企業「聯想」社は IBMのパソコ

ン部門を買収したことで世界的に大きな話題を呼んだ。また、海南航空のマレブ・ハ

ンガリー航空の買収、家電大手企業ハイアールによるアメリカ家電メーカー、メタク

社の買収は、成功しなかったものの、中国における多くの企業がグローバル戦略を実

施し始めたことは注目しなければならない。また、失敗に終わったとはいえ、分野は

異なるが、ユノカル社の中国企業による合併も最近の話である。

２００４年１２月２６日は、中国家電業界の第１位といわれたハイアール・グループ創業２０

周年記念日である。ハイアールはこの２０年間にブランド育成の段階を乗り越え、売上

高はゼロから１０００億元に伸び、世界ブランドベスト１００位にランクされるまでの大躍

進を遂げた（１）。そのため、今回はハイアール・グループを研究事例として、「中国に

おける企業行動の分析」をテーマとして、中国における現代企業が行っている戦略と

組織構造を分析したい。次に、中国企業のなかで最先端を行くハイアールの経営戦略

と企業の管理方法といった点から同社の企業行動を考え、中国企業のグローバル戦略

を展開するために多くの課題を抱えている中国現代企業の企業行動を分析したい。

そこで、まず、第１章において現代の企業行動分析方法のフレームワーク作りのた

めに経営戦略、組織構造を巡る状況を考え、現在の中国の企業研究の中で注目されて

いる経営戦略と組織構造の理論的な背景について述べ、第２章において「ハイアール

の企業行動」を分析するために、経営戦略、企業環境、組織戦略について考察し、最

終的に結論部において中国企業ハイアール・グループのグローバル化の条件とは何か

を考えてゆきたい。

第１章 現代の企業行動の分析視点

企業の行動分析の手法に企業の多角化戦略が非常に強く影響している。現在ではそ
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れは多角化というよりもコングロマリット化といった方がよいかもしれない。その理

由は企業の経営多角化が問題になった時期よりも遥かに新しい時代に入っているから

である。これは製品系列の多角化というよりも、豊富になった資金力にものをいわせ

て、利益追求を重視し、いわば「常に儲かるか否か」が大きな企業の行動の基準になっ

ている。すなわち、経営の方向性は常に変化し、グローバルな規模で一時も休むこと

なく変化していっていることを示している。

『経営戦略と組織構造』に関する議論は A.D. Chandlerの研究（２）を嚆矢としており、

彼の研究が発表されたのは１９６２年のことである。日本では三菱経済研究所訳の『経営

戦略と組織』（３）と昨年、ダイヤモンド社から『組織は戦略に従う』（４）と２冊の翻訳が出

ているほどいまだに関心が高い。さらに、最近の中国における経営多角化研究にも盛

んに引用される（５）。

例えば、中国人民大学教授で、ビジネス研究者である王鳳彬（６）は著書『グループ会

社とグループ企業組織』のなかで、チャンドラーの『組織は戦略に従う』を引用し、

さらに、その上、企業の組織がただ単に戦略に従うだけではなく、「組織構造も戦略

を制約する」（７）と補充的な観点を論じた。

王鳳彬は、グループ企業を「一定的な関連性を持ち、独立法人を持つ企業の連合

体」と定義した。さらに、ウィリアム・オオエチの理論を利用し、グループ企業の管

理モデルは、H型構造（持株型構造 holding company form）、M型構造（事業部型

構造multidivisional structure）、U型構造（職能型構造 unitary structure）と N

型（ネット型 network organization）の四つのモデルがあることを示した（８）。その他、

混合H型組織構造を持っている企業も少なくなく、その組織構造は職能型、事業部

型、持株型とネット型の混合型である。

王鳳彬によれば、企業の組織構造は企業の発展戦略と目標の達成に与えた影響はあ

る程度の時間を経ってから現れ、その影響は無視することができない。そして、歴史

的な経験からみれば、戦略と組織構造は相互に依存し、相互に制約し合うという。す

なわち、有効な組織構造は企業戦略の実現を推進し、企業の発展にも役に立つ。これ

は企業戦略の策定を左右する企業グループの管理体制と管理構造に現れるし、グルー

プの下に、各子会社が資本金と資産を運営する権限に対しての制限も企業の発展して

いく方向を予示する。

いずれにせよ、チャンドラーの研究において提起されたのは事業部制組織の成立史

の研究であった。このなかで経営戦略、戦術、組織構造のなどの概念が定義され、企

業の経営戦略と組織構造との相関関係が論じられ、その後の世界の経営研究を方向付

けたものであった。

さらに、チャンドラーの研究はハーバード大学経営大学院の経営戦略と組織構造の

各国の企業比較研究に向かうグループと同じハーバード大学を中心にしたグループで

ある『多国籍企業研究』にも大きな影響を与えていった。前者はハーバード大学経営
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大学院を中心にルメルト（９）に始まり、シャノン（１０）などの研究がある。多国籍企業研究

とはバーノンを代表する一連の研究である。これらの研究の代表的なものにはストッ

プフォード＝ウェルズの『多国籍企業の組織と所有政策』（１１）がある。そこには「組織

構造とは企業を管理する組織の仕組み」（１２）と定義されており、チャンドラーと同じよ

うな考え方にたっている。すなわち、この仕組みというのは「①各経営者の権限と責

任」、「②各経営者間のコミュニケーションの系統を流れている各種の情報」、「③これ

らの情報を流し、かつ処理するために定められた諸手続き」と彼らはチャンドラーよ

りも詳しく規定しているが、このような組織の定義にしてもチャンドラーの組織規定

の延長線上にある。

経営戦略、組織構造の相互関係は後のチャンドラーの研究『スケール・アンド・ス

コープ』で述べた「範囲の経済（Economy of Scope）」が成り立つところに存在する

ものであるが、現在の企業の事業領域の拡大は範囲の経済という視点からでは説明で

きないようなところまで拡大してきている。すなわち、企業活動が拡大してくると企

業内部における事業領域のそれぞれで環境の認知が異なってくるのであり、管理とい

う視点に立てば、環境の不確定性を認知できる組織構造が求められる。

そして、問題解決方法として考えだされてきたのが、子会社方式による経営管理で

あり、分社化という方法であった。企業の打ち出す経営戦略は組織構造とどのような

関係にあるのか、組織構造はいわば器であって、企業を取り巻く環境に対応してどの

ような行動を採り、また、企業環境に働きかけてゆくのか、企業は環境に支配される

だけではなく、環境をどのように変えていこうとするのか、これらの問題を考えるこ

とが今回の研究の動機となっている。

換言すれば、企業の意思決定とは以上のような環境認知とどのような関わりを持っ

ているのかである。企業の中心的な役割を担っているのはトップ・マネジメントであ

り、トップの役割を重視する必要がある。例えば、現在、世界の注目の的である GE

社のトップ・マネジメントは３～４名（時期によって異なるが）で構成されている。

ただ、このトップ・マネジネメントに所属するメンバーでも特定の委員会の構成メン

バーになっている。ジャック・ウエルチの CEO（経営最高執行者）時代に彼は財務

関係の委員会を兼務しているが、これは財務問題にのみ彼が関係し、コントロールし

ていたのではないであろうか。しかし、GE社のトップはM&Aなどによる企業の将

来に関わる部門のみに関係していた（１３）。

そして、組織構造の問題を権限と責任という視点から考えれば、組織構造が分権的

になっているのか、それとも集権的になっているのかが問題である。もちろん、集権

化か、分権化かの問題は並立するものであり、どちらか一方だけということではない。

換言すれば、これは信頼される下位者に権限を委譲することであるが、何よりも重要

なことは組織の内部においては分権化すべき権限か、集権化しておくべき権限である

かの区別が必要である。
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現在の企業組織は企業内部の各部門の環境を認知しながら、できる限り迅速に環境

変化への対応行動を取るものであり、企業がグローバルな活動をすることになれば、

ますますそれぞれの部門の環境適応行動が求められることになる。しかも、それぞれ

の部門の環境は異なっており、各部門の認知度も違っている。おそらく、グルーバル

企業はますます内部の複雑性に基づいた企業管理を要求されることになるであろう。

王鳳彬によれば、中国における多くの企業グループは最初成立したときに、子会社

に投資権限を与えたため、各子会社が利益優先という認識だけを持って勝手に投資し、

結局グループはまったく関連性のない多角化経営に陥り、企業の発展方向を失う始末

である。それと対照的に、中国企業は過度的に集権によって、子会社へ一定的な権限

を与えず、会社の柔軟性と創造性を抑制するとのことである。

最後に考えなければならないことは企業における情報技術の問題である。いわゆる

企業の情報化の問題である。この技術は組織内部の構造自体をも変革していくともの

と考えられる。これはアメリカ合衆国商務省が編んだ一連の『デジタル・エコノ

ミー』（１４）論であり、ここで分けられたニュー・エコノミーとオールド・エコノミー論

は、現在ではオールド・エコノミーの情報化に関心が移っている。

ここまで、「経営戦略と組織構造」を巡る理論的な発展を考察してきた。ここに取

り上げた研究がすべてではないが、チャンドラー以降の研究の論点は「経営戦略、組

織構造、企業環境」を巡る問題にあった。しかも、企業経営の方法にも大きく影響を

与えた「企業の情報化」は今後の世界企業に大きな影響力を持つものと考えられる。

しかし、ここでは情報化の問題を念頭において、中国企業の方向を探っていかなけれ

ばならないが、次章では今、世界的な注目を集めているハイアール社の経営戦略、組

織構造、企業環境について述べる。

さて、以上のような視点から中国企業の発展方向を考察していくのであるが、今回

取り上げたハイアール社は世界的な活動を開始している。そして、中国企業もグロー

バルな行動を求められているが、今後の中国企業の課題とは何であるのか。すなわち、

中国企業は真の世界企業に発展していくのか。すなわち、中国企業の企業文化とは何

であり、グローバリゼーション、中国語でいう「全球化」は果たして可能なのかを考

えてゆきたい。

以上の問題はこれから始める企業分析の基本的な認識の出発点となるものであり、

ハイアール社の研究がよい例となると考えられる。ハイアールにおける現在のような

戦略的な方向性を考えだしたのは誰であり、ハイアールの将来構想として何を目指し

ているのかも考える必要がある。

第２章 ハイアールの経営戦略

この章ではハイアール社が設立され、その後、どのような経営戦略を打ち出してき
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たかをみることから始めたい。

１９８４年、ハイアール・グループは青島冷蔵庫総廠として設立され、１９９２年にハイ

アールグループに改名し、翌年上海証券取引所に上場した。以来、ハイアールは高成

長を果たし、世界的に注目を受けている。同社の年表によれば、２００１年８月に米国

「フォーブス」誌で、世界キッチン家電企業の第６位に選ばれ、また、２００３年１月に

英国フィナンシャル・タイムズがハイアールを世界で最も尊敬される企業中、中国企

業第一位と発表した。

ハイアール社の最高経営執行者（CEO）張瑞敏によれば、ハイアールは三つの段

階の経営戦略を実施することによって、今日の発展を果たした。その「第１段階はブ

ランド戦略（１９８４年から１９９１年まで）、第２段階の多角化戦略（１９９２年から１９９８年ま

で）、第３段階のグローバル戦略（１９９９年から）」（１５）といったように分類している。

この３段階を詳しく述べれば、ハイアールの設立時から１９９８年まで行った企業行動

が中国国内を主な拠点としていたため、ハイアールの戦略は国内重視戦略（１９９８年ま

で）とグローバル重視戦略（１９９９年から）のに２段階と捉えることもできる。

１．国内戦略の時代

ハイアール社が、８４年創業から９１年まで、７年間を渡ってブランド戦略を進めて来

た。その間に、同社は冷蔵庫一品目に絞って、製造、販売、サービスを通じて、企業

管理の経験を積み、国内でブランドのイメージを作り上げて発展の基礎を築いてきた。

この時期にハイアールは、国内家電メーカーの価格戦争に参加せず、生産量を控え、

品質、サービス、ブランドの徹底した強化するために、以下の理念を打ち出した。そ

れは「欠陥のある製品は廃品である。顧客は常に正しい。先に信用を売り、その後で

製品を売る。配送はサービスで」（１６）などのイメージアップ戦略を打ち出すことによっ

て、顧客から好評を受けた。

そして、ハイアールによれば、１９９２年から１９９８年まではハイアールの高度成長期で

あり、合併買収（M&A）戦略によって、企業の規模を拡大する時期である。例えば、

１９９１年に青島メッキ工場を合併し、マイクロ波電器工場に改造した。また、同年、青

島空調器廠と青島冷凍ケース廠を合併し、琴島ハイアール・グループ公司を設立した。

１９９２年には、熱交換器廠を吸収合併し、冷凍設備工場に改造している。この年にハイ

アールの冷蔵庫は中国国内で初めて ISO９００１の認証を取得している。同年、同社は

琴島（チンタオ）ハイアール・グループをハイアール・グループに改称し、この時期

に上海株式市場に上場している。

１９９３年に、外資と合併でプラスチィック成形と金型会社を設立した。１９９５年７月ハ

イアールは当時中国三大洗濯機会社の一つであった紅星電器廠を合併し、また、１９９５

年１２月にハイアールと同様にドイツのリーブヘア（Liebherr）社の技術を導入した

武漢希島実業公司（フリーザー工場）を買収した。さらに同年、ハイアールは香港支
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社を設立した。１９９６年にインドネシアでハイアール・サポロ（PT.Haier Sapporo In-

donesia）を設立した。

１９９７年４月には、青島第三製薬廠の株を取得し、同年にフィリピン支社（ハイアー

ル LKG）とマレーシア支社を設立した。１２月には、ユーゴスラビアに工場を建設し

ている。また、１２月には、子会社を株式会社化し、貴州海爾電器有限公司と合肥海爾

電器有限公司を設立した。１９９８年１月には、同社はモーター工場を買収し、２月には、

フィリップスと技術提携契約を取り交わし、４月には放送科学院と合弁事業を設立、

放送事業に乗り出している。５月には、北京航天大学と合弁で、北航海爾ソフト有限

公司を設立している。

以上のようにハイアール社は１９９２年以降、これまでの企業戦略として合併買収戦略

を多用している。しかも、同社はいわゆる白物家電といわれる分野で総合的な事業領

域を確定しようとしているのである。すなわち、M&A戦略によって、ハイアールは

家電だけではなく、幅広い事業にも参加するようになった。

２．海外戦略の時代

これまでのハイアールの経営戦略は国内中心であり、技術的な特許取得も合併買収

戦略を基本として進めていたものだと考えられる。しかし、１９９８年以降、ハイアール

は海外活動にさらに力を入れるようになった。１９９９年２月にハイアールは米国ルーセ

ント・テクノロジー社との技術協力契約に調印した。そして、同年４月にアメリカで

貿易会社を設立し、米国ハイアール生産センターを建設した。２０００年５月に、国連開

発計画と米国環境保護局は北京でハイアール・グループに環境保護・省エネの世界最

高栄誉賞「地球気候賞」を授与した。２００１年４月に、ハイアールはパキスタンで海外

２番目の工業団地を建設し始めた。同年６月に、「中国銀行とハイアール・グループ

で与信限度３億米ドルの契約を締結した。それが中国銀行の中国企業に対する世界規

模での始めての与信契約である」（１７）。そして、ハイアール社がイタリア・マイニガイ

ティ社傘下の冷蔵庫工場を買収し、ヨーロッパで「設計、製造、販売」といった現地

経営を実現した。また、同年１１月にハイアールの冷凍ケースとエアコンがアメリカ市

場の売上ベスト１０に入ることが分かった。同月、ハイアールのエアコンが中国製品と

して始めて米国 AHAM認証を受ける。

２００２年１月に、三洋電機と包括的提携に合意し、合弁企業として三洋ハイアール設

立を発表した。同年１２月に、ハイアールの売上は７２３億元、海外１３の工場をフル稼働

し、海外売上１０億米ドルを果たした。

そこで、ハイアールのアメリカ進出例を挙げ、同社のグローバル戦略を分析してみ

よう。

アメリカにおける労働力のコストが中国の１０倍であるにもかかわらず、ハイアール

はあえてアメリカに投資し、工場を設けた。そして、１９９９年のハイアールのアメリカ
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市場における売上はわずか３千万ドルに過ぎなかったのに対して、２００２年にはそれが

２億５千万ドルまで拡大した。同社の説明によれば、その背景にはハイアールのブラ

ンド戦略があるということである。

他の国の企業と同じように、最初に、ハイアール製品は低価格製品として海外市場

でのスタートを踏み出した。この時、中国の労働力コストが安いという優位性、そし

て中国家電市場が巨大であることから生まれた規模の経済性がハイアールの市場戦略

を支えていた。

ハイアールが現地ですでに展開していた企業と真正面から衝突することを避けるた

めに、新しい商品を開発し、成果を上げることを図った。具体的な製品としてはハイ

アールがアメリカで販売した学生宿舎用の小型冷蔵庫とワインセラーなどである。そ

うすることによって、すぐに販売収益を獲得できたばかりではなく、目立つ存在とし

て知名度を上げることもでき、ブランドの確立に成功したのである。

情報化、IT技術の発展とともに、１９９９年からハイアールは中国企業のなかで初め

て電子商取引を世界的な規模で始めた。ハイアールが BtoB，BtoCを通じて、顧客

のニーズに合わせて、個性的な製品を造り、２００１年初頃に、イタリアにおける空調機

の BtoB取引の売上が好調であり、一日千台の販売記録となったこともある（１８）。２００４

年６月にアジア最大の IT展示会（COMPUTEX TAIPEI2004）において、ハイアー

ル・グループが、同展示会で規模最大となる総額１００億人民元相当の契約を締結した。

そして、ハイアールが台湾の大手半導体メーカーからメモリチップなどのノート PC

用部材を調達し、IT業界への参入を始めている。さらに、近年はハイアールが香港

上場企業である海爾中建（ハイアール CCT）を通じて携帯電話事業も積極的に展開

している。そして、２００３年に入り、パソコン部門として台湾の宝成工業傘下である精

成電子科技（GBM）と合弁で海成信息科技を設立している（１９）。

１節、２節で述べてきたように、ハイアール社の経営戦略は国内における合併買収

戦略と海外企業の買収戦略に分けて説明することができる。同社の資料によれば、会

社設立時から１９９１年頃まで、また、１９９２年から１９９８年までに分けることができる。そ

して、海外への本格的な進出は合併買収戦略に関する限り２０００年ということになる。

しかも、同社は後発企業としての製品戦略は隙間産業といわれる分野から始めている。

３．ハイアールの研究開発戦略

ハイアール・グループが今後、グローバル企業に発展するかどうかは、なによりも

研究開発戦略をどこまで徹底できるかにかかっている。そこで、この節では企業力（２０）

（コア・コンピタンス）を高める体制をどのように作ってきたかを考えたい。

企業の技術力は生産力の源であり、一流の製品を作るには一流の技術力が必要とな

る。同社は創業以来、常に海外に目を向け、先進技術を目標とするとともに、家電業

界の技術力の向上を経営政策の最重要な課題としてきた。
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１９９６年、当時中国企業の研究開発への投資額の平均値は売上高の１％から２％で

あったが、ハイアールは売上４％を投入した。１９９７年も売上の４％である４．３２億元投

入された。さらに、１９９８年に、研究開発費が売り上げの「４．６％の７．３８億元」まで上

り、「２００３年に６％」で、さらに「２００６年に８％」（２１）にする予定である。このように売

上高の増加に伴い、研究開発分野に如何に力を入れているかが分かる。

１９９８年に、ハイアールは中国科学院科学研究所と共同でハイアール・エンジニア・

プラスチック研究センター有限公司を設立し、同年２月にオランダのフィリップスと

技術協力契約を結んだ。また、ハイアールは中国名門大学と共同で人材ステーション

を設立し、研究開発分野の人材養成を考え始めた。

研究開発による製品を市場に投入するまで時間は非常に重要であるため、１９９８年７

月にハイアール・グループ検査センターが「中国国家電器検査所実験室の認可を受け

て国家検査機構と同等の権威をもつようになり、製品は市場投入までの時間を短縮し

た」（２２）。１９９９年同社は米国のルーセントテクノロジー社と技術協力の契約をし、上海

交通大学と共同で C３P（CAD、CAM、CAE、PDM）研究所を開設した。

そして、同社の資料によれば、ハイアールに所属している研究所３３箇所のうち、冷

蔵庫とエアコンの試験室は、製品の設計、開発、検査のいずれも世界の一流レベルに

達している。同社が海外に設立した情報センター１０箇所と設計センター６箇所は、世

界のどのような先進技術も追跡できるようになっており、１９９８年に数億元を投資し、

設立した中央研究所は、アメリカ、日本、ドイツなど有力企業２８社との技術提携によ

る総合研究基地で、１．２万平方メートルの研究開発ビル、１．６万平方メートルの中間試

験施設を有し、ハイレベルのハード、ソフト設備を多数保有し、中央研究所がハイ

アールの技術レベルを大きく引き上げる役割を果たしている。

ハイアール本部は中央研究所に対して、企業の発想に追随するのではなく、企業本

体をリードするように、そして「先見性（グループ全体としてリードすること）、全

体性（各部門の発展を全体としてとらえること）、国際性（グループ全体の発展を国

際レベルに引き上げること）」（２３）を実現するよう求めている。現在、ハイアールは世界

デザイン組織（World Design Organization）のメンバーであり、当該組織における

メンバーは米国の P&G、GEなど、世界的企業の２００社の名前が挙げられる。

そこで、研究開発部門と製品事業部との契約関係が SST基準（SSTは（「索酬、

索 、跳 」といった中国語のローマ字表示の略であり、「報酬を請求する、賠償を

請求する、一時停止する」（２４）という意味である）によって、結ばれている。新製品が

開発され、製品事業部に提供され、新製品がオーダーの要求を満たす場合は、事業部

から報酬を受ける。逆に条件を満たしていない場合は、事業部に賠償を求められるこ

とになる。さらに、事業部が商流本部（２５）とも SST基準によって、契約を結んでいる。

新製品が市場へ投入され、売り上、利益、品質、アフターサービスなどの市場効果が

商流本部や資金流本部（２６）にて確認され、事業部が商流本部から報酬を受けるか賠償を
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求めることになる。

このような研究開発体制をハイアールは作り、世界的な動向を直ちに取り入れる組

織作りを行っている。この組織が新製品開発にうまく対応できるかどうかが今後の課

題である。

第３章 ハイアールの組織改革

前の章ではハイアールの経営戦略を国内合併買収戦略、海外企業合併戦略、研究開

発のための組織作りと分けて説明してきた。確かにハイアールは中国の企業でもより

早くからグローバル思考を持った企業であった。そこで、次にこれらの経営戦略の受

け皿であるハイアールの組織構造について考えてみよう。

ハイアール社は中国で最も早く経営組織の改革に着手した企業である。今までハイ

アール社では、３回に渡って大きな改革を実施してきた。それは職能制組織から事業

部、事業本部制へ、そして、事業（本）部制組織からマトリックス組織（２７）へ、また、

マトリックス組織から今日の市場チェーン（各業務の流れに沿って、各職能部門間、

事業部門間における係わりは需要供給契約で結ばれた構造である）を調整体制にした

「流程」（２８）（プロセス）型組織へ変わってきた。そこで、ハイアールの改革軌跡を追

跡しながら、同社の組織構造を分析してみよう（図―１）。

１．ハイアールにおける初期の組織形態

１９９０年代初頭まで、ハイアールの企業組織は当時中国における単一製品を製造する

メーカーの組織構造の主流である「工場制」（２９）組織であった。すなわち、工場の責任

者である工場長の下に、管理部門としての各科室（課）が設置され、さらに、下に生

産部門がある職能制組織である。当時の組織の特徴は、集権的であり、コントロール

し易く、迅速的に決断することができることである。

しかし、１９９０年代に入り、ハイアール社は規模が大きくなったため、１９９３年に、張

瑞敏氏は「権力分散、経営多角化、企業国際化」（３１）という機構改革方針を明示し、事

業部制への企業改革に着手した。この組織は集団総部、事業本部、事業部、さらにそ

の下に工場が置かれるような構造で構成された。

集団総部の下に企画、財部、人材、法律、マーケティング、技術、文化、保安など

の職能センターが設置されている。集団の下に６つの製品本部を設け、さらに、それ

ぞれの事業本部は各製品によって、製品事業部を設置し、また、各事業部に資材、企

画、財務、人事、販売、法律、研究開発、品質管理、文化、設備などの職能部門があ

る。そうした組織において、重大な投資案件をはじめ、会計財務、などが集団本部に

統括され、事業本部は経営決断を下す責任を負う（図―２）。
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２．「流程」型組織の形成

ハイアールがこれまでに行った企業組織の改革の中で、最も規模が大きかったのは、

「業務流程再造」（３２）（業務の流れの再構築）と呼ばれる改革である。１９９９年８月から

図－１ ハイアールにおける組織改革の軌跡（３０）

説明：（a）直線職能制構造：コントロールし易い、決断が速い、集権的、大規模企業に適合しない
（b）事業部構造：集権的に決断、分権的に経営、責任感強い、対応が遅い

研 ＝研究開発 ＝販売 ＝財務 法律＝法律 人力＝人材
（c）マトリックス構造：職能と事業項目は有機的に結合、協調性高い、責任者多い
（d）流程型構造：各従業員、各部門が市場と直接に繋ぐ、職能間の関係を業務の流れに変え、企業

利益の最大限を顧客満足度の最大限に変える。
出典：王鳳彬 『集団公司与企業集団組織』p．２１６
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ハイアール全社に市場対応型の組織が完全に導入された。

この改革の第一段階では、本社は本来各事業部に所属している購買、販売、財務な

どの業務をすべて独立させ、それぞれ対外的な機能を持つ部門として、「商流推進本

部」、「物流推進本部」、「資金流推進本部」と「海外推進本部」の四つの推進本部が設

置した。

第二段階では、開発サポート流程３T（全体的な予算管理 TCM、全体的な設備管

理 TPM、全体的な品質管理 TQM）と３R（研究開発（R&D）、HR（Human re-

source）、顧客管理（CR））を設置し、独立経営のサービス会社として、グループの

事業へ有償サービス業務を提供した上、外部にも業務を展開している。

改革の第三段階として、以上の業務的な流れを市場チェーンで繋げ、SST基準を

設置する。すなわち、市場における顧客へのサービス関係を企業内における各業務間

に導入し、業務の流れを実行する各部門間でサービス契約を結び、上の業務の流れを

行う部門が次の流れを実施する部門を顧客としてサービスを提供することとし、契約

を結ぶ。契約をうまく結んでいた場合は、すなわち、次の流れを担当する部門の要求

に満たす場合は、報酬を受ける。逆に契約を実行できない場合が、賠償を求められ、

そして、契約を実行している間にトラブルが発生した場合は、利害関係者の第三者と

ともに解決することとなる。各部門が独立採算であり、問題点があるときに素早く発

見し、解決策もスピーティに下せる体制となっている。

図―２ ハイアールにおける事業（本）部制組織（３３）

説明： 能管理系 ＝職能管理体制 展中心＝企画発展センター 中心＝財務センター

中心＝資産運営センター 人力 源中心＝人材センター 中心＝販売センター

企 文化中心＝企業文化センター 法律事 中心＝法律事務センター 裁 公室＝最高責任者

オフィス

技 中心＝技術センター 保 中心＝保安センタ 能源中心＝エネルギー・センター 建 理公司＝

建築監査、管理会社 党群 系＝党、人民関係 宣 部＝宣伝部 部＝党組織部 委＝紀律委

員会 工会＝労働組合 委＝共青団委員会

出典：王鳳彬『集団公司与企業集団組織』により中国人民大学出版社 p．２１７
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商流推進部と海外推進部は全世界範囲の販売網を構築することを担当し、商流推進

本部は、各事業部への受注、販売、代金回収及びサービス、財務などの業務を担当す

る。各製品本部は３Rのサポートの下で、新商品の開発、新たな顧客ニーズを開発な

どに力を入れ、さらに、商品部の下における事業部は３Tの下で、商流から取得した

オーダーによって、製造を担当する。物流推進本部では、原材料及び部品調達、国内

外工場や販売店などに対する物資、半製品、製品の配送などの役割を果たす。

以上の業務の流れにおける係わりは、図―１の（d）に示したように、商流が注文を

受けることによって、世界中からオーダー情報の流れを形成し、製品本部と各製品事

業部及び物流部まで流れ、物流本部がオーダーによって、購買、配送などを手配し、

製品本部と事業部が製造し、完成された製品が物流の配送体制もとに顧客まで送られ

る。そして、顧客が支払った金額も資金流（財務業務を担当する事業部門）を通じて、

商流、製品本部、物流まで配分される。従来の組織構造に比べれば、そうした調整に

よって、販売、購買、決算を集団で統一に行うことを実現し、運営コストの削減だけ

でなく、経営決断のスピードをさらに速めることができる。すなわち、それはハイ

アールの企業組織の簡素化をもたらして、情報化への対応を示すものである。

図―３ハイアールにおける「流程」型組織

出典：王鳳彬『集団公司与企業集団組織』により中国人民大学出版社 p．２２２

４６



３．ハイアールのトップ・マネジメント

ハイアールはアメリカ型のトップマネジメント組織を採用している。例えば、張瑞

敏は主席執行官（CEO）である。その下に、「主席財務官（CFO）、主席経営官

（COO）主席知識官（CKO）、主席学習官（CLO）、主席情報官（CIO）、主席文化

官（CCO）」（３４）がいる。このなか、主席文化官というのは張氏自身が兼任している。

張氏によれば、「私の役割は、第一に企業のデザイナーであり、企業発展をデザイン

表―１ 青島海爾股フン有限会社トップマネジメント（２０００年～２００４年）（３５）

２００４ ２００３ ２００２ ２００１ ２０００

董事 楊綿綿 楊綿綿 楊綿綿 楊綿綿 張瑞敏

董事

理

張智春 劉向陽 劉向陽 劉向陽 邵明津

兼 なし 兼 兼 なし

兼 なし 兼 兼 なし

副董事 王召興 王召興 王召興 王召興 楊綿綿

崔少華

董事

副 理

金道謨 金道謨 金道謨 金道謨 金道謨

兼 なし なし なし なし

董事

副 理

張世玉 張世玉 馬堅 馬堅 馬堅

兼 兼 兼 兼 なし

董事

副 理

崔少華 崔少華 崔少華 周雲傑

兼 兼 兼 なし

董事 王穎民

独立董事 藩承烈 藩承烈 藩承烈 藩承烈

顧学湘 顧学湘 顧学湘 顧学湘

程建 程建 程建 程建

事会

主席
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出典：青島海爾股フン有限公司２０００年～２００４年度年次報告書による作成
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して行くこと。第二には伝道師であり、不断に伝道することによって社員に企業文化

を伝えることである。高い目標を伝え、実現に向けて力を結集させることである」（３６）

そういった機能を果たした上、ハイアールはトップ責任者の選挙を定期的に行う、

以下は２０００年から２００４年までのハイアール・グループに子会社である青島海爾股フン

有限公司のトップ・マネジメントのメンバーの構成である（表―１）。

同子会社のトップ・メンバーの中に、会長（董事 ）である楊綿綿氏はハイアー

ル・グループの CFOも兼務している。２００４年度のメンバーを見れば、前の年に比べ、

トップ責任者の人数は明らかに減少したが、兼職している管理者が増加した。その他、

ハイアールグループの CEOである張瑞敏氏が子会社の海爾電器国際股フン有限公司

の最高責任者を兼任している（３７）。

さらに、同社とハイアール・グループのグループとの所有関係を見れば、同社の１０

名の大株主のなかに、親会社であるハイアールは４１．９５％の株を所有している。すな

わち、ハイアール・グループは同社に対して、絶対的なコントロール権を握っている

（図―４、５）。

図―５ ２００４年度青島海爾股フン有限公司の１０名大株主

１０名の大株主 株を所有（％）

海爾電器国際股フン有限公司 ２９．９５

海爾集団 １２

青島集団企業聯社 １．６５

中国建設銀行―博時裕富証券投資基金 ０．５８

華宝信托投資有限責任公司 ０．３４

合肥百貨店股フン有限公司 ０．１６

招商銀行股フン有限公司―長城久泰中信標普３００指数証券 ０．１４

隋 鳳 ０．１２

中国工商銀行―華安上証１８０指数増強型証券投資基金 ０．１２

北京中宏金資詢有限公司 ０．１０

出典：青島海爾股フン有限会社２００４年度年次報告書より

図―４

出典：青島海爾股フン有限会社２００４年度年次報告書より
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結 論

この論文では中国企業を分析するためのツールを考えてきた。すなわち、その視点

として、経営戦略、経営組織、企業環境が重要なフレームワークを提供していること

を考察してきた。そして、これらの企業の組織形態はコングマリットあるいはマト

リックス組織である。

本論文の第１章では、中国企業の企業行動を分析するための視点として、企業の経

営戦略、組織構造、企業環境の３点を考察してきた。ここではチャンドラーの経営戦

略、組織構造だけでは企業の行動分析には足りないことを述べた。これはハイアール

が製品の多角化戦略を採用した後、どのような組織形態をもち、意思決定機構をもっ

てきたのかを分析するためのツールである。

そして、第２章ではハイアールの経営戦略、企業の研究開発に対する考え方を述べ

た。第３章では、同社の組織構造の変遷を考え、初期の組織形態から多角化にともな

うマトリックス組織の形態に至るまでの組織の変遷を考察し、さらにトップ・マネジ

メントの構造を取り上げた。

そこで、結論としてハイアール社は１９８４年創立から２０００年までの１６年間、年平均

８０％の成長率を続けてきたが、その成長は中国の経済発展と相まって、あまりにも急

激であったために多くの問題を抱え込んでいる。そして、これは意思決定の迅速さを

考える時、さらに重要な要件になっている。

しかし、ハイアール社の初期の企業環境は決して最先端をゆく産業ではなく、白物

家電という技術的な進歩からはあまり激しい企業環境に属していない。すなわち、

１９９８年までの成長のプロセスはニッチ産業（Niche）に属するものであったが、年率

８０％の成長は、目を見張るものであった。

この速すぎる成長は、ハイアール社内における人材の開発、供給能力などの組織の

規模拡大に対応できなかった。そこで出てきたものが、マトリックス組織構造であっ

たと考えられる。しかし、世界の企業と伍してゆくために、同社の本社組織は投資決

断、財務管理、物資調達などの統一管理を行い、これらについては集権的な組織の傾

向が強い。しかし、本社のトップ管理者は子会社の責任者を兼務しており、それぞれ

の部門の利害関係者の組織になっていると考えられる。このことは子会社の青島海爾

股フン有限会社におけるトップ・マネジメントのデータをみれば、会社の社長と財務

責任者を同時に兼務することもあった。

以上のようなハイアールの企業経営を見る限り、このような集権的な側面が強調さ

れ、製品多角化による分権的な組織構造といえるかどうか、そして、組織的な合併買

収戦略による分散的な企業の構造は統合的な側面と集中的な管理を要する側面があり、

ここでも世界企業に成長していくためには大きな障害があるように考えられる。GE
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のような企業に成長するためには企業の最高経営者層の役割と現業部門の役割を明確

に分けなければならないし、トップのメンバー構成も多国籍にならなければならない

が、このようなことがハイアールに可能であろうか。

換言すれば、ハイアールが行った多角化戦略から出てくる問題である。張氏によれ

ば、１９９１年から１９９８年までに、ハイアールが多角化製品の戦略を行った時期であり、

同社は冷蔵庫から空調器、冷凍庫、洗濯機、カラー TVまで、７年間に渡って、主な

家電生産ラインを完備させてきた。しかし、今日のハイアールは PC、携帯電話、製

薬、家庭キチン用具などの事業に手を広げた。ハイアールは製品の多角化から事業の

多角化へ進んできた（３８）が、これらの白物家電業界と最先端をゆくべき携帯電話などの

技術に属する産業が同じであろうか。今日のハイアールが国際的な企業としてアピー

ルし始めたばかりである。ハイアールの製品のコストが安いだけであるならば、価格

優位性のみであり、今後、第３国による同じ業種の企業が成長してきた時にはハイ

アールの優位性はなくなっていくのではないか。このような状況の中でハイアールは

これから世界の最先端事業をどのように展開していくかが課題である。
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